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１ － １ 母 体 団 体 （ 一 社 ） 全 国 労 働 保 険 事 務 組 合 連 合 会 に つ い て

１

（一社）全国労働保険事務組合連合会（（一社）全国労保連）は、厚生労働大臣の認可を受けた、
事業協同組合、商工会議所、商工会等労働保険事務組合を会員とする団体です。
（一社）全国労保連は、労働保険制度における労働保険事務組合の重要性から、労働保険事務
組合の資質の向上、育成及び運営の指導・相談、労働保険適用事業場に対する労働保険制度
の普及・啓発等を行って、労働保険制度の健全な発展及び労働者の福祉の向上に寄与すること
を目的としております。
このため、労働保険事務組合が直面する広範囲な課題に対する支援、委託事業主に対する労
働災害に伴う労災上乗せ補償の費用を担保する事業のほか、厚生労働省から労働保険未手続
事業一掃業務を受託し、国が行う未手続事業の解消の一翼を担っています。
これらの事業を全国網羅的に、かつ斉一的に展開するため、４７都道府県に支部を配置してい
ます。



１－２ 都道府県支部について

２



３

２ 労働保険事務組合について

〇 労働保険事務の処理は、事業主自らが行うべきものですが、中小企業の事業主に限っては、特別の
法律関係のもとで、労働保険事務組合に委託してこれらの処理を行うことが認められています。

〇 労働保険事務組合の母体団体は、事業協同組合、商工会、商工会議所、全建総連、社会保険労務
士が母体となっている団体などいずれも 事業主等との接点が非常に多い団体です。

〇 労働保険事務組合は、事業主等から経営面や労務管理面など様々な相談を受ける中で、特別加入
に係る相談も多く受けています。

〇 中小企業事業主等の特別加入は、労働保険事務組合に労働保険の事務処理を委託していることが
条件となっていることから、労働保険事務組合は、中小企業事業主の特別加入を取り扱うところも多く、
労働者がいなくなった中小企業事業主をスムーズにフリーランスの特別加入に案内できます。

〇 労働保険事務組合は、一人親方の特別加入団体を併設するところも多く、特別加入制度についても
熟知しており、 フリーランスについての知識も豊富です。

社労士系
2,188 

商工会
1,552 

事業協同組合
753 

商工会議所
483 

民主商工会
278 

全建総連
221 

労働基準協会
135 

その他の団体
1,648 

会員事務組合 ７，３３９組合（令和７年度末）



３ 全国労保連フリーランスについて

〇 （一社）全国労保連は、令和６年１２月１日からホームページでフリーランスに対する相
談等の支援を開始し、令和７年１１月には１００人以上の会員を確保。
〇 令和７年８月２７日に特別加入団体となる全国労保連フリーランスを設立し、令和８年１
月１４日付けで東京労働局から特別加入団体の承認の通知を受けました（特別加入は令
和７年１２月１日から）。

団 体 概 要

団体名 全国労保連フリーランス

所在地 東京都千代田区五番町１２－３ 五番町YSビル

役員体制  会  長  岡部正治 （一社）全国労働保険事務組合連合会会長
 副会長  長尾雅昭  〃 副会長
 理  事  舘岡睦彦  〃 副会長

 小玉隆一  〃 副会長
 三宅千秋  〃   副会長
 佐野美佐子   〃 副会長
 前田芳延  〃   専務理事
 永井武司 NAGAI社会保険労務士事務所

 会計監事 北原 勉 （一社）全国労働保険事務組合連合会副会長
４



４ 支援体制

全国労保連フリーランス設立までの取組（（一社）全国労保連）

〇 (一社)全国労保連は、全国労保連フリーランスと業務委託契約を締結し、 全国
労保連フリーランスの周知・広報、相談対応、加入希望者の紹介等を実施

〇 ４７都道府県の（一社）全国労保連支部において、加入希望者等の相談に対応

〇 会員事務組合から全国労保連フリーランスの協力事務組合を登録し（令和８年８
月末現在 ２２０事務組合）、加入希望者等の相談に対応

〇 加入者の半数以上が支部と協力事務組合からの紹介 ５

全国労保連フリーランス設立後の取組

〇 フリーランス法や特別加入制度など、フリーランスに関する制度の周知広報

〇 フリーランスの方々からの様々な相談に対応

〇 フリーランスの方々に役立つ業務災害防止に関する知識の付与（業務災害防止
テキスト、国の労働安全衛生施策の紹介）

〇 特別加入制度に係る制度改正要望等について、厚生労働省に要請



〇 「全国労保連フリーランス」専用ＨＰを開設し、加入希望者等からの
加入申込み、問合せ等に対応

〇 HPに特別加入制度、申込方法、保険給付、加入時健康診断
などについて記したQ&Aを設け、加入希望者の疑問を解消
（入会金1,000円、会費500円／月）

〇 専用HPの申込フォームから保険料、手数料等の料金シミュ

レーションができる試算ページを設定

〇 登録情報の変更、脱退の届出についてもＨＰの専用フォームから
受け付け

〇 HPに問合せフォームを設置し、個別の質問にも迅速対応

６

災害発生後の対応

〇 災害発生時には、給付請求書に必要事項を記入の上、加入者に送付、併せて、
記入要領を送付し、相談対応も行い請求を支援

〇 厚生労働省から特定保険業の認可を受け労災保険給付の上乗せ補償を用
意し、被災者の手厚い保護を実現

 ※令和８年８月末現在 労災給付請求件数 ０件



〇 フリーランスの方々に必要な安全衛生知識などを
記載した安全衛生に係る資料（中央労働災害防止協
会作成）とその要約版を作成し加入者に配布

〇 業務災害に関する基本的知識、作業環境や健康管
理の基本、業務災害防止・健康管理に向けた取組、
業務災害にあった場合の対応などについて、中央労
働災害防止協会から専門家を招聘し、加入者向けの
災害防止研修会を開催

令和８年７月９日１８時～（web）

〇 加入者限定「YouTube」で、災害防止や健康管理
に役立つストレッチなどを紹介した安全衛生研修動
画を配信

〇 会員事務組合と連携し、各都道府県支部において、
新たに事業を開始する方などを対象とした、労災保
険加入や安全衛生等に関するセミナーを開催
（令和８年度計画約２００回、８月末現在６０回、
受講人数８８０人）

７

５ 安全衛生に関する取組



（公社）全国労働基準関係団体連合会が実施する「個人事業者等の安全衛生確保支
援事業」に協力し、以下の取組を実施

〇 労働災害防止団体、業界団体、特別加入団体等で構成する協議会メンバーとなり、
個人事業者等のニーズを把握し、周知媒体の作成、教材等の配布・周知計画の策定
などに参画

〇 業種ごとの特性に応じた安全衛生対策資料の配布、周知広報

〇 個人事業者等からの要望（メンタルヘルス、過重労働と睡眠、
高齢者の安全衛生、熱中症防止、面接指導と健康管理など）を
踏まえた安全衛生対策に関するYouTube動画の視聴案内、周知広報

〇 （一社）全国労保連支部や会員事務組合において、安全衛生コ
ンサルタントによる個人事業者等の安全衛生対策についての研修
会を開催（８月末現在４回開催予定）

８

個人事業者等の安全衛生確保支援事業と連携した取組



製造

83人 28%

士業・コンサル

 61人 21%

保守・点検

35人 12%

設計・測量等

24人 8%

販売21人 7%

清掃 15人 5%

造園等 13人 4%

その他 44人 15%

職種分布

製造

士業・コンサル

機械・設備等の保守・点検

設計・測量等

販売

清掃

造園等

その他

６ 加入状況

加入者 ２９６人
(９月加入分まで)

11 人

32 人

59 人

101 人

61 人

32 人

年齢階級

30歳未満

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

加入者 ２９６人
(９月加入分まで)

※ 人数は全て９月加入の申込み分までの累計 ９
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全国労保連フリーランス
（一般社団法人 全国労働保険事務組合連合会）

すべてのひとが 安心して働くことができる 社会のために
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